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【議題（１）】第11次豊山町高齢者福祉計画・第10次豊山町介護保険事業計画の

策定について② 

 

１ 概要 

  次期計画の策定にあたり、町内で暮らす高齢者を対象として、町民の日常生活の状況、健康 

状態、福祉・介護保険事業に関する意見等を聴き、計画策定の基礎資料とするためアンケート 

調査を実施する。 

 

２ アンケート調査の種類 

（１）アンケート調査は以下の３種類を実施 

Ａ 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

  ・地域の抱える課題を特定（地域診断）するための基礎資料とするための調査 

 

Ｂ 在宅介護実態調査 

・在宅生活の継続と介護者の就労継続の実現に向けた介護サービスの在り方を検討するため 

の基礎資料とするための調査 

 

Ｃ 居宅介護支援事業所調査（新規） 

 ・居宅介護支援事業所の視点から見た在宅介護における課題等を把握する目的で実施する調 

  査（本町は全国・愛知県平均と比較し、総給付費に対する施設サービスの割合が高く、在 

宅介護の限界点が低いという背景がある。） 

   

   各調査の調査対象等 

区分 
Ａ介護予防・日常生活圏

域ニーズ調査 
Ｂ在宅介護実態調査 

Ｃ居宅介護支援 

事業所調査 

対象 65歳以上（Ｂを除く） 
要介護認定者（施設入所

者を除く） 
居宅介護支援事業所 

抽出方法 無作為抽出 全数調査 

町内利用者が２名以上の

事業所（施設入所者、利

用実績なしを除く） 

配布数 600件 全件 18件 

調査期間 令和７年12月～令和８年１月予定 

調査方法 郵送による配布・回収 

回答方法 
郵送又はオンラインによる回答 

※オンラインによる回答は初の試み 

参考 

Ｒ４年度 

回収率 

78.8％ 70.9％ 新規 
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３ 現状の課題 

・高齢者人口は横ばいだが、85歳以上人口は増加しており今後も増加が見込まれる 

・認定者数が増加しており今後も増加が見込まれる 

・団塊ジュニア世代の人口が多い 

・在宅介護者が不安に感じる介護において、認知症への対応が最も高い 

・軽度認定率が低く、重度認定率が高い 

・施設サービスの給付額が高く、要介護３以上では在宅・居住系サービスの利用が少ない 

・咀嚼機能リスク、喫煙率が高く、要介護認定者におけるがん・糖尿病の有病率が高い 

・医療費において、生活習慣病に関する医療費の割合が高い 

・社会参加は外出頻度を高め、健康観・幸福感を高める効果があるが、参加率が低い 

・社会参加率は「65-69歳」⇒「70-74歳」と「75-79歳」⇒「80-84歳」で大きく下がる 

・若い人の回答が多いが主観的健康観、幸福感が低い人の割合が高い 

 

４ 調査項目 

（１） 調査項目の種類と設問数（案） 

種類 

設問数（案） 

Ａ Ｂ Ｃ 

今回 前回 今回 前回 今回 前回 

必須項目 国が準備した項目。必ず調査する必要がある 47 47 15 15 - - 

選択項目 
国が準備した項目であるが、調査に含めるか

どうか選択できる項目 
9 14 5 7 18 - 

独自項目 各保険者において独自で調査する項目 20 16 15 6 - - 

 

（２）選択項目及び独自項目の考え方 

①豊山町の課題・特徴を踏まえた今後の取組に活かせる項目とする 

・今後の取組の方針につながることが期待されるもの 

・力を入れている取組の評価が確認できるもの 

・課題の原因につながることが期待されるもの 

②その他 

・前回調査時に含めた選択・独自項目は再度見直しする 

  ・回答者の負担が大きくならないよう設問数を配慮する 

 

（３）アンケート内容 

  別紙のとおり 

 

５ スケジュール（予定） 

Ｒ７年 ・11月10日（月） アンケート案の確定 

・12月３日（水） アンケート発送 

・12月17日（水） 礼状兼督促状発送 

・12月22日（月） 投函期限（督促には12/28（日）期限） 

Ｒ８年 ・１月～３月   アンケート集計・考察・結果まとめ 

・７月      令和８年度第１回豊山町高齢者保健福祉審議会（アンケート結果等） 
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【議題（２）】介護支援ボランティアポイントの見直しについて 

 

１ 事業の目的 

本町では、「豊山町介護支援ボランティアポイント事業実施要綱」に基づき、高齢者が地域

で社会参加しながら介護予防に取り組むことを目的として、ボランティア活動に応じ「最大５

０ポイント（5,000円分）」を付与している。この取組は、元気な高齢者が支え合う地域社会づ

くりを目指すものである。 

 

２ 対象者 

・豊山町にお住まいの６５歳以上の方で要介護・要支援認定等を受けていない方 

・介護保険料の滞納のない方 

・自分でボランティア活動場所に通える方 

 

３ 介護支援ボランティアポイントとは 

・町に登録をした受入団体で行ったボランティア活動の時間に応じて、パスポートにスタンプ 

を押印 

・１年間貯めたスタンプ（ポイント）は、お金（償還払い）や寄付に交換が可能 

（ボランティアの活動期間は登録日から登録年度末までの年度単位。） 

※１ポイント＝１００円（年間上限５，０００円まで） 

※３０分のボランティア活動毎に１ポイント付与 

※１日上限４ポイントまで交付 

 

４ ボランティアポイントの交換 

・１ポイント＝１００円の活動交付金（年間上限５，０００円）に換算。 

・貯まったポイントは町が指定するポイント交換品（町の商工会加入店舗で支払った費用等） 

の費用に充てることができる。 

・交換期間７月１日～翌４月末まで 

 

５ ポイント対象活動 

ポイントを付与する活動は以下のとおりである。 

受入団体 主な活動内容 

介護保険サービス事業所 

地域包括支援センター 

町・住民団体等での活動 

その他町長が必要と認める活動 

会場の準備や片付け、レクリエーション・

体操等の補助、芸能披露や話し相手、清

掃・草取り・洗濯物整理などの支援、各種

講座の講師 ほか 

 

 

 



4 

６ 現状と課題 

・登録ボランティアが固定化し、新規登録者が増えていない。 

R4 R5 R6 R7 

27人 18人 19人 15人 

• 介護予防を担う住民主体の活動の拡大には、人材確保と動機付けが課題である。 

 

７ 見直しの方向性 

①担い手の拡大、活動継続の促進、地域活力の向上を目的にボランティアポイント活動の充実

について検討 

※地域包括支援センターが立ち上げ支援を行っている「介護予防」と「社会参加」を目的と

した「シニア元気づくり体操教室」などを新たに対象に加える。 

②介護予防に関するボランティア人材の確保・育成を進めるため、活動へのインセンティブ

（ポイント）を拡充する。 
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豊山町高齢者保健福祉審議会名簿（令和６・７年度） 

 

◎：会長  ○：会長代理  

氏名 選出区分（所属等） 

 伊藤 文人 学識経験者（日本福祉大学教授） 

 久馬 厚 医療及び保健関係団体（歯科医師会代表） 

〇 水野 典昌 福祉関係団体（シルバー人材センター会長） 

 小塚 奈緒美 福祉関係団体（民生委員協議会代表） 

◎ 江崎 弘 福祉関係団体（老人クラブ連合会代表） 

 岡島 薫 福祉ボランティア団体（赤十字奉仕団委員長） 

 中村 里美 福祉ボランティア団体（㋵とよやまボランティア代表） 

 大鶴 雅美 一般公募 

＜任  期＞ 令和６年７月２１日～令和８年７月２０日 

＜設置根拠＞ 豊山町高齢者保健福祉審議会条例 
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豊山町高齢者保健福祉審議会条例 
平成１４年３月２９日 

条例第４号 
豊山町保健福祉審議会条例（平成１２年豊山町条例第７号）の全部を改正する。 
（設置） 

第１条 高齢者の保健及び福祉に関する施策を総合的、体系的に企画立案し、かつ、計画的な推
進を図り、もって高齢者の福祉の増進に資するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）
第１３８条の４第３項の規定に基づく町長の附属機関として豊山町高齢者保健福祉審議会（以
下「審議会」という。）を置く。 
（所掌事務） 

第２条 審議会は、次に掲げる事項について審議する。 
（１） 町長から諮問を受けた高齢者の保健、福祉に関する計画及び施策の策定並びにその変
更に関する事項 

（２） 介護保険事業計画の策定及び変更に関する事項 
（３） 高齢者の保健、福祉に関する計画の進捗状況の点検に関する事項 
（４） 高齢者福祉に関する事務事業の点検及び評価に関する事項 
（５） 高齢者福祉施設及び生きがい施設の管理運営に関する事項 
（６） 地域密着型サービスの指定に関すること。 
（７） 地域密着型サービスの指定基準及び介護報酬の設定に関すること。 
（組織） 

第３条 審議会は、委員１０人以内で組織する。 
２ 委員は、次に掲げる者から町長が任命する。 
（１） 学識経験を有する者 
（２） 医療及び保健関係団体の代表者 
（３） 福祉関係団体の代表者 
（４） 福祉ボランティア団体の代表者 
（５） 一般公募により選出された者 
（委員の任期） 

第４条 委員の任期は２年とする。ただし、再任を妨げない。 
２ 補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
（会長） 

第５条 審議会に会長を置き、委員の互選により定める。 
２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 
３ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長が指名する委員がその職
務を代理する。 
（会議） 

第６条 審議会の会議は、会長が招集する。 
２ 審議会の会議は、委員の半数以上の出席がなければ開催することができない。 
３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによ
る。 
（庶務） 

第７条 審議会の庶務は、生活福祉部保険課において処理する。 
（委任） 

第８条 この条例の定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、町長が定める。 
附 則 

この条例は、平成１４年４月１日から施行する。 
附 則（平成１８年３月２８日条例第８号） 

この条例は、平成１８年４月１日から施行する。 
附 則（平成２６年１２月１６日条例第２７号） 

この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 
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老人福祉法（抜粋） 

（昭和三十八年七月十一日） 
（法律第百三十三号） 

（市町村老人福祉計画） 
第二十条の八 市町村は、老人居宅生活支援事業及び老人福祉施設による事業（以下「老人福祉
事業」という。）の供給体制の確保に関する計画（以下「市町村老人福祉計画」という。）を
定めるものとする。 

２ 市町村老人福祉計画においては、当該市町村の区域において確保すべき老人福祉事業の量の
目標を定めるものとする。 

３ 市町村老人福祉計画においては、前項の目標のほか、次に掲げる事項について定めるよう努
めるものとする。 
一 前項の老人福祉事業の量の確保のための方策に関する事項 
二 老人福祉事業に従事する者の確保及び資質の向上並びにその業務の効率化及び質の向上の
ために講ずる都道府県と連携した措置に関する事項 

４ 市町村は、第二項の目標（老人居宅生活支援事業、老人デイサービスセンター、老人短期入
所施設及び特別養護老人ホームに係るものに限る。）を定めるに当たつては、介護保険法第百
十七条第二項第一号に規定する介護給付等対象サービスの種類ごとの量の見込み（同法に規定
する訪問介護、通所介護、短期入所生活介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応
型訪問介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、地域密着型通所介護、認知症
対応型共同生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、複合型サービス及び介護
福祉施設サービス並びに介護予防短期入所生活介護、介護予防認知症対応型通所介護、介護予
防小規模多機能型居宅介護及び介護予防認知症対応型共同生活介護に係るものに限る。）並び
に第一号訪問事業及び第一号通所事業の量の見込みを勘案しなければならない。 

５ 厚生労働大臣は、市町村が第二項の目標（養護老人ホーム、軽費老人ホーム、老人福祉セン
ター及び老人介護支援センターに係るものに限る。）を定めるに当たつて参酌すべき標準を定
めるものとする。 

６ 市町村は、当該市町村の区域における身体上又は精神上の障害があるために日常生活を営む
のに支障がある老人の人数、その障害の状況、その養護の実態その他の事情を勘案して、市町
村老人福祉計画を作成するよう努めるものとする。 

７ 市町村老人福祉計画は、介護保険法第百十七条第一項に規定する市町村介護保険事業計画と
一体のものとして作成されなければならない。 

８ 市町村老人福祉計画は、社会福祉法第百七条第一項に規定する市町村地域福祉計画その他の
法律の規定による計画であつて老人の福祉に関する事項を定めるものと調和が保たれたもので
なければならない。 

９ 市町村は、市町村老人福祉計画（第二項に規定する事項に係る部分に限る。）を定め、又は
変更しようとするときは、あらかじめ、都道府県の意見を聴かなければならない。 

１０ 市町村は、市町村老人福祉計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを都道府県
知事に提出しなければならない。 
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介護保険法（抜粋） 
平成９年１２月１７日 

法律第１２３号 
（市町村介護保険事業計画） 

第百十七条 市町村は、基本指針に即して、三年を一期とする当該市町村が行う介護保険事業に
係る保険給付の円滑な実施に関する計画（以下「市町村介護保険事業計画」という。）を定め
るものとする。 

２ 市町村介護保険事業計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 
一 当該市町村が、その住民が日常生活を営んでいる地域として、地理的条件、人口、交通事
情その他の社会的条件、介護給付等対象サービスを提供するための施設の整備の状況その他
の条件を総合的に勘案して定める区域ごとの当該区域における各年度の認知症対応型共同生
活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介
護に係る必要利用定員総数その他の介護給付等対象サービスの種類ごとの量の見込み 

二 各年度における地域支援事業の量の見込み 
三 被保険者の地域における自立した日常生活の支援、要介護状態等となることの予防又は要
介護状態等の軽減若しくは悪化の防止及び介護給付等に要する費用の適正化に関し、市町村
が取り組むべき施策に関する事項 

四 前号に掲げる事項の目標に関する事項 
３ 市町村介護保険事業計画においては、前項各号に掲げる事項のほか、次に掲げる事項につい
て定めるよう努めるものとする。 
一 前項第一号の必要利用定員総数その他の介護給付等対象サービスの種類ごとの見込量の確
保のための方策 

二 各年度における地域支援事業に要する費用の額及び地域支援事業の見込量の確保のための
方策 

三 介護給付等対象サービスの種類ごとの量、保険給付に要する費用の額、地域支援事業の
量、地域支援事業に要する費用の額及び保険料の水準に関する中長期的な推計 

四 介護支援専門員その他の介護給付等対象サービス及び地域支援事業に従事する者の確保及
び資質の向上に資する都道府県と連携した取組に関する事項 

五 介護給付等対象サービスの提供又は地域支援事業の実施のための事業所又は施設における
業務の効率化、介護サービスの質の向上その他の生産性の向上に資する都道府県と連携した
取組に関する事項 

六 指定居宅サービスの事業、指定地域密着型サービスの事業又は指定居宅介護支援の事業を
行う者相互間の連携の確保に関する事業その他の介護給付等対象サービス（介護給付に係る
ものに限る。）の円滑な提供を図るための事業に関する事項 

七 指定介護予防サービスの事業、指定地域密着型介護予防サービスの事業又は指定介護予防
支援の事業を行う者相互間の連携の確保に関する事業その他の介護給付等対象サービス（予
防給付に係るものに限る。）の円滑な提供及び地域支援事業の円滑な実施を図るための事業
に関する事項 

八 認知症である被保険者の地域における自立した日常生活の支援に関する事項、教育、地域
づくり及び雇用に関する施策その他の関連施策との有機的な連携に関する事項その他の認知
症に関する施策の総合的な推進に関する事項 

九 前項第一号の区域ごとの当該区域における老人福祉法第二十九条第一項の規定による届出
が行われている有料老人ホーム及び高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成十三年法律
第二十六号）第七条第五項に規定する登録住宅（次条第三項第七号において「登録住宅」と
いう。）のそれぞれの入居定員総数（特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者
生活介護又は介護予防特定施設入居者生活介護の事業を行う事業所に係る第四十一条第一項
本文、第四十二条の二第一項本文又は第五十三条第一項本文の指定を受けていないものに係
るものに限る。次条第三項第七号において同じ。） 

十 地域支援事業と高齢者保健事業及び国民健康保険保健事業の一体的な実施に関する事項、
居宅要介護被保険者及び居宅要支援被保険者に係る医療その他の医療との連携に関する事
項、高齢者の居住に係る施策との連携に関する事項その他の被保険者の地域における自立し
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た日常生活の支援のため必要な事項 
４ 市町村介護保険事業計画は、当該市町村の区域における人口構造の変化の見通し、要介護者
等の人数、要介護者等の介護給付等対象サービスの利用に関する意向その他の事情を勘案して
作成されなければならない。 

５ 市町村は、第二項第一号の規定により当該市町村が定める区域ごとにおける被保険者の心身
の状況、その置かれている環境その他の事情を正確に把握するとともに、第百十八条の二第一
項の規定により公表された結果その他の介護保険事業の実施の状況に関する情報を分析した上
で、当該事情及び当該分析の結果を勘案するとともに、医療法第三十条の十八の五第一項の規
定による協議の結果（同項第四号に掲げる事項に係るものに限る。）を考慮して、市町村介護
保険事業計画を作成するよう努めるものとする。 

６ 市町村は、市町村介護保険事業計画の作成に当たっては、住民の加齢に伴う身体的、精神的
及び社会的な特性を踏まえた医療及び介護の効果的かつ効率的な提供の重要性に留意するもの
とする。 

７ 市町村介護保険事業計画は、老人福祉法第二十条の八第一項に規定する市町村老人福祉計画
と一体のものとして作成されなければならない。 

８ 市町村は、第二項第三号に規定する施策の実施状況及び同項第四号に規定する目標の達成状
況に関する調査及び分析を行い、市町村介護保険事業計画の実績に関する評価を行うものとす
る。 

９ 市町村は、前項の評価の結果を公表するよう努めるとともに、これを都道府県知事に報告す
るものとする。 

１０ 市町村介護保険事業計画は、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法
律第五条第一項に規定する市町村計画との整合性の確保が図られたものでなければならない。 

１１ 市町村介護保険事業計画は、社会福祉法第百七条第一項に規定する市町村地域福祉計画、
高齢者の居住の安定確保に関する法律第四条の二第一項に規定する市町村高齢者居住安定確保
計画その他の法律の規定による計画であって要介護者等の保健、医療、福祉又は居住に関する
事項を定めるものと調和が保たれたものでなければならない。 

１２ 市町村は、市町村介護保険事業計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、
被保険者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。 

１３ 市町村は、市町村介護保険事業計画（第二項第一号及び第二号に掲げる事項に係る部分に
限る。）を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、都道府県の意見を聴かなければ
ならない。 

１４ 市町村は、市町村介護保険事業計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを都道
府県知事に提出しなければならない。 

 

 

 

 

 


